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再提案の目的 

1.  本公開草案の目的は、当委員会が 2024 年 3 月に公表した次の公開草案に寄せられたコ

メント等を踏まえ、指標の報告のための算定期間について再提案を行うことにある。 

(1)  サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案「サステナビリティ開示基準の適

用（案）」（以下「適用基準案」という。） 

(2)  サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 1号「一般開示基準（案）」（以下「一

般基準案」という。） 

(3)  サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 2号「気候関連開示基準（案）」（以

下「気候基準案」という。） 

 

気候基準案の再提案 

2.  気候基準案第 53 項及び第 54 項を次のとおり削除する（削除は取消線で示している。）。 

 

温対法に基づく温室効果ガス排出量の報告 

53.  第 46項(1)に関連して、温室効果ガス排出の測定にあたり、「地球温暖化対策

の推進に関する法律」に基づく「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」

（以下「温対法」という。）の対象企業が、第 51項ただし書きに従い、当該制度

により測定した温室効果ガス排出量を報告することを選択した場合、サステナビ

リティ関連財務開示の公表承認日において既に当局に提出した温室効果ガス排

出量のデータのうち、直近のものを用いなければならない。 

54.  第 53 項において、温室効果ガス排出量の報告のための算定期間と当該企業の

サステナビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間の差異が 1

年を超える場合、次の事項を開示しなければならない。 

(1)  温室効果ガス排出量の報告のための算定期間と当該企業のサステナビリ

ティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間の差異が 1年を超え

ている旨 

(2)  温室効果ガス排出量の報告のための算定期間 

(3)  (2)の末日からサステナビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）

の報告期間の末日までの間に、企業の温室効果ガス排出に関する重大な事象

が発生したか又は状況の重大な変化があった場合、その内容及び影響 

 

3.  気候基準案の結論の背景に以下を追加する。 

 

BCX1. 「適用基準」は、サステナビリティ関連財務開示が、関連する財務諸表と同じ報
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告期間を対象とすることを要求している（「適用基準」第 70項）。この定めに従

い、指標の報告のための算定期間についても、合理的な方法により期間調整を行

い、サステナビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間にあわせ

ることとなる。 

BCX2. したがって、第 46項(1)に定める温室効果ガス排出について、第 51項ただし書

きに従い、「GHGプロトコル（2004年）」とは異なる方法により測定した温室効果

ガス排出量を報告することを選択し、かつ、サステナビリティ関連財務開示（及び

関連する財務諸表）の報告期間と、温室効果ガス排出量の報告のための算定期間

との間に差異が生じる場合にも、合理的な方法により期間調整を行い、報告期間

に係る温室効果ガス排出量を算定することとなる。 

BCX3. ここで、当委員会が公表するサステナビリティ開示基準の開示目的を満たす開

示を作成するにあたり、企業の実態を反映した有用な情報を提供すると同時に、

当該情報を作成するためのコストが限定的となるような期間調整の方法を、基準

において定めることを検討した。しかしながら、企業の実態を反映する期間調整

の方法についてはさまざまな方法が考えられ、当委員会が公表するサステナビリ

ティ開示基準において特定の期間調整の方法を定めた場合には、必ずしも当該企

業の活動を忠実に表現しない場合があると考えられたため、期間調整のための合

理的な方法については具体的に定めないこととした。 

 

適用基準案の再提案 

4.  適用基準案第 70 項及び第 71 項を次のとおり削除又は修正する（削除は取消線で示し、

追加は下線で示している。）。 

 

70.  サステナビリティ関連財務開示は、関連する財務諸表と同じ報告期間を対象と

しなければならない。ただし、第 71項に該当する場合又は当委員会が公表するテ

ーマ別サステナビリティ開示基準において別段の定めがある場合、当該定めが優

先して適用される異なる期間を対象とした情報について報告することができる。 

71.  企業が活動する法域の法令の要請により指標を報告することが要求されてお

り、当該指標の報告のための算定期間がサステナビリティ関連財務開示（及び関

連する財務諸表）の報告期間と異なる場合、次のすべての要件を満たすときは、

当該指標の報告のための算定期間を用いて当該指標について報告することができ

る。 

(1)  当該指標の報告のための算定期間の長さが、サステナビリティ関連財務開

示（及び関連する財務諸表）の報告期間の長さと同じである。 

(2)  当該指標について報告することが要求されている法令の名称及び当該法令
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に基づく算定期間を開示する。 

(3)  当該指標の報告のための算定期間の末日と、企業のサステナビリティ関連

財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間の末日との間に発生した、当

該指標に関連する重大な事象又は状況の重大な変化がある場合、その影響を

開示する。 

 

5.  適用基準案の結論の背景に以下を追加する。 

 

BCX1. 本基準は、サステナビリティ関連財務開示が、関連する財務諸表と同じ報告期

間を対象とすることを要求している（第 70項参照）。この定めに従い、指標の報

告のための算定期間についても、合理的な方法により期間調整を行い、サステナ

ビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間にあわせることとな

る。 

BCX2. ここで、当委員会が公表するサステナビリティ開示基準の開示目的を満たす開

示を作成するにあたり、企業の実態を反映した有用な情報を提供すると同時に、

当該情報を作成するためのコストが限定的となるような期間調整の方法を、基準

において定めることを検討した。しかしながら、企業の実態を反映する期間調整

の方法についてはさまざまな方法が考えられ、当委員会が公表するサステナビリ

ティ開示基準において特定の期間調整の方法を定めた場合には、必ずしも当該企

業の活動を忠実に表現しない場合があると考えられたため、期間調整のための合

理的な方法については具体的に定めないこととした。 
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再提案の結論の背景 

経 緯 

BC1.  当委員会は、2024年 3月に次の公開草案（以下あわせて「2024年 3月公開草案」とい

う。）を公表した。 

(1)  サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案「サステナビリティ開示基準の

適用（案）」（適用基準案） 

(2)  サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 1号「一般開示基準（案）」（一般

基準案） 

(3)  サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 2 号「気候関連開示基準（案）」

（気候基準案） 

これらの公開草案のコメント期間は 2024年 7月までであり、100通を超えるコメント

が寄せられた。 

BC2.  当委員会は、2024年 3月公開草案に寄せられたコメントを踏まえ再審議を行い、再審

議の結果、2024年 3月公開草案の提案を修正することとした内容のうち、当委員会が改

めてコメントを求めることが適切であると考えた論点について、公開草案を再度公表す

ることとしている。指標の報告のための算定期間に関する論点はそのような論点に該当

すると考えられたことから、再提案を公開草案として公表することとした。 

BC3.  本公開草案は、前項の趣旨により公表することとしているため、再提案の内容につい

てコメントを求めるものであり、再提案の内容以外についてコメントを求めることを目

的としていない。 

 

気候基準案の再提案 

Ⅰ．気候基準案の提案 

BC4.  気候基準案第 53項及び第 54項では、次のように提案した。 

 

温対法に基づく温室効果ガス排出量の報告 

53.  第 46項(1)に関連して、温室効果ガス排出の測定にあたり、「地球温暖化対策の

推進に関する法律」に基づく「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以

下「温対法」という。）の対象企業が、第 51 項ただし書きに従い、当該制度によ

り測定した温室効果ガス排出量を報告することを選択した場合、サステナビリティ

関連財務開示の公表承認日において既に当局に提出した温室効果ガス排出量のデ

ータのうち、直近のものを用いなければならない。 

54.  第 53 項において、温室効果ガス排出量の報告のための算定期間と当該企業のサ

ステナビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間の差異が 1年を

超える場合、次の事項を開示しなければならない。 



 

- 6 - 

(1)  温室効果ガス排出量の報告のための算定期間と当該企業のサステナビリテ

ィ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間の差異が 1年を超えてい

る旨 

(2)  温室効果ガス排出量の報告のための算定期間 

(3)  (2)の末日からサステナビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の

報告期間の末日までの間に、企業の温室効果ガス排出に関する重大な事象が発

生したか又は状況の重大な変化があった場合、その内容及び影響 

 

BC5.  このように提案した理由について、気候基準案の結論の背景において次のように説明

した。 

 

BC117. 第 51項ただし書きに従い、温室効果ガス排出の測定にあたり、「GHGプロトコ

ル（2004年）」とは異なる方法に基づく測定方法を用いることを選択した企業は、

当該測定方法により測定した温室効果ガス排出量を報告することができる。この

とき、当該測定方法における温室効果ガス排出量の報告のための算定期間が、サ

ステナビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間と異なること

がある。 

BC118. 例えば、我が国の温対法に基づく報告の対象となる企業は、第 51項ただし書き

に従い、当該制度により測定した温室効果ガス排出量を報告することができると

考えられるものの、温対法では、温室効果ガスの種類によって異なる 2種類の報

告のための算定期間が定められており、企業のサステナビリティ関連財務開示

（及び関連する財務諸表）の報告期間の末日、温室効果ガスの種類別の算定期間

及び温対法の報告期限の組み合わせによっては、サステナビリティ関連財務開示

（及び関連する財務諸表）の報告期間と温対法に基づく温室効果ガス排出量の報

告のための算定期間が異なる可能性がある。例えば、報告期間の末日を 3月末と

している企業が温対法に基づき 7 月末に報告する場合、最長 15 か月、サステナ

ビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間と温室効果ガス排出

量の報告のための算定期間が異なることになる。 

BC119. BC118項の状況を踏まえ、温対法に基づく温室効果ガス排出量の報告に関して、

どの算定期間のデータを用いるかについて検討を行った結果、本基準では、温対

法に基づく温室効果ガス排出量を報告することを選択する企業に対して、サステ

ナビリティ関連財務開示の公表承認日において既に当局に提出した直近のデー

タを用いることを要求することとし（第 53項参照）、温室効果ガス排出量の報告

のための算定期間と企業のサステナビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸

表）の報告期間の差異が 1年を超える場合には追加の開示を要求することとした
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（第 54項参照）。この追加の開示の内容を検討するにあたっては、IFRS S2号 B19

項(c)を参考に、温室効果ガス排出量の報告のための算定期間の末日からサステ

ナビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間の末日までの間に、

企業の温室効果ガス排出に関する重大な事象が発生したか又は状況に重大な変

化があった場合、その内容及び影響の開示を求めることとした（第 54項(3)参照）。

なお、重大な事象の発生又は状況の重大な変化の例としては、新たな環境規制の

施行や事業再編などが考えられる。 

BC120. 第 53項及び第 54項のような定めを置くべき理由として、次の意見が聞かれた。 

(1)  「GHGプロトコル（2004年）」と異なる方法による温室効果ガス排出量の

測定を認めることとした趣旨は、同じような数字を 2度計算することを企業

に求めないようにすることにあり、その便益は企業が当局に報告する数字を

そのまま使う場合に最大化されると考えられる。 

(2)  サステナビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間と温

対法の報告のための算定期間の差異に上限を設けた場合、この制限により温

対法に基づく温室効果ガス排出量を報告することができないときは、原則に

戻って「GHGプロトコル（2004年）」に従い温室効果ガス排出を測定するこ

とになり、企業に過度な負担を強いる可能性がある。 

(3)  IFRS S2号 B19項では、報告企業とは異なる報告期間を有するバリュー・

チェーン上の企業から入手した温室効果ガス排出に関する情報について、一

定の要件をすべて満たす場合は、当該情報を使用して自身の温室効果ガス排

出を測定することが容認されるとしている。本論点は、報告企業自身の報告

期間とは異なる温室効果ガス排出量の報告のための算定期間であり、スコー

プ 3温室効果ガス排出でもないが、ISSBは特定の状況においては異なる報告

期間の情報の使用を容認することを示唆していると考えられる。 

BC121. なお、上記の分析は、現行の金融商品取引法に基づく開示制度及び「温室効果

ガス排出量の算定・報告・公表制度」を踏まえたものである。仮にこれらの制度

が変更された場合は、BC120 項のサステナビリティ関連財務開示（及び関連する

財務諸表）の報告期間と温室効果ガス排出量の報告のための算定期間の差異は縮

小ないし解消される可能性があると考えられる。 

 

BC6.  一方、気候基準案の結論の背景では、次の見解も紹介した。 

 

BC122. 当委員会における審議の過程では、温対法に基づく温室効果ガス排出量の報告

のための算定期間について、次の異なる意見が聞かれた。 

(1)  サステナビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間と温



 

- 8 - 

対法の報告のための算定期間の差異に上限（例えば、1 年）を設けるべきで

ある。 

(2)  温対法の報告のための算定期間がサステナビリティ関連財務開示（及び関

連する財務諸表）の報告期間と異なる場合でも、サステナビリティ関連財務

開示（及び関連する財務諸表）と同じ報告期間を対象としなければならない

とすべきである。 

BC123. BC122項(1)のような定めを置くべき理由として、次の意見が聞かれた。 

(1)  サステナビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間と温

室効果ガス排出量の報告のための算定期間は、可能な限り近づけるべきであ

る。BC122項(1)のように上限を設けることにより差異が制限されるため、情

報の有用性が保たれると考えられる。 

(2)  関連する財務諸表の提出期限が温対法の提出期限よりも先に到来する場

合であっても、最も直近の温室効果ガス排出量の報告のための算定期間が財

務諸表の提出期限よりも先に終了すれば、開示のための実質的な準備期間を

確保できると考えられるため、BC122項(1)のように上限を設けることは可能

であると考えられる。 

BC124. BC122項(2)のような定めを置くべき理由として、次の意見が聞かれた。 

(1)  サステナビリティ関連財務開示は、企業の財務諸表に含まれる情報を補足

し、補完する情報であるため、温室効果ガス排出についても、関連する財務

諸表と同じ報告期間の情報を、同じタイミングで提供することが求められる

べきであると考えられる。特に、排出原単位の有用性を確保するためには、

温室効果ガス排出量の報告のための算定期間と関連する財務諸表の報告期

間は同じであるべきであると考えられる。 

(2)  サステナビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間と温

室効果ガス排出量の報告のための算定期間の差異を縮小するため、温対法に

基づく温室効果ガス排出量を報告する場合であっても、サステナビリティ関

連財務開示の公表承認日において既に当局に提出した温室効果ガス排出量

のデータのうち、直近のものではなく、当該排出量のデータについて、期間

調整のための加減算を行うことによってサステナビリティ関連財務開示（及

び関連する財務諸表）と同じ報告期間を対象として報告すべきであると考え

られる。 

 

Ⅱ．気候基準案に対するコメント 

BC7.  気候基準案に寄せられたコメント等は、気候基準案の提案を支持するものと支持しな

いものとに分かれた。作成者からは、気候基準案の提案を支持する意見が多く寄せられ

たが、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく「温室効果ガス排出量の算定・報
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告・公表制度」（以下「温対法」という。）により測定した温室効果ガス排出量を当局に

提出していない場合であっても温室効果ガス排出量を見積ることができる場合には、当

該見積値を用いることを認めるべきであるといった意見が聞かれた。また、企業によっ

ては、任意で温室効果ガス排出量の報告を行う際に既に期間調整を行っている場合もあ

るため、当委員会が公表するサステナビリティ開示基準のもとでも期間調整を認めるべ

きであるとの意見も寄せられた。 

BC8.  一方、国内外の利用者及び保証業務実施者からは、既に当局に提出した温対法に基づ

く温室効果ガス排出量のデータを用いることで得られるコスト低減の便益よりも、サス

テナビリティ関連財務開示の報告期間と温室効果ガス排出量の報告のための算定期間に

差異が生じることにより、関連する項目の間のつながりが希薄となり、情報の有用性が

低下する可能性に対する強い懸念が聞かれた。また、温対法において報告が求められる

温室効果ガス排出量は、スコープ1及びスコープ2温室効果ガス排出量相当に限定され、

スコープ 3 温室効果ガス排出量については「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報

告基準（2004年）」（以下「GHGプロトコル（2004年）」という。）を用い、サステナビリ

ティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間にあわせて報告することとなる

ため、同じ報告企業であってもスコープ 1 及びスコープ 2 温室効果ガス排出量と、スコ

ープ 3 温室効果ガス排出量との間で算定期間が異なる場合があることに懸念があるとの

意見も聞かれた。 

 

Ⅲ．寄せられたコメントを踏まえた再審議 

BC9.  再審議ではまず、「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる方法を用いて測定すること

を認めることにより作成者のコストを低減することと、指標の報告のための算定期間を

サステナビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間にあわせることの

いずれを優先すべきかに関して、IFRSサステナビリティ開示基準は必ずしも明らかにし

ていないと考えられることが確認された。そのうえで、サステナビリティ関連財務開示

と関連する財務諸表の情報との間のつながり（適用基準案第 31 項(3)）を重視する観点

から、特に国内外の利用者及び保証業務実施者から後者を優先すべきとの意見が強く寄

せられたことを踏まえ、気候基準案における、温対法により測定した温室効果ガス排出

量を報告することを選択した場合、サステナビリティ関連財務開示の公表承認日におい

て既に当局に提出した温室効果ガス排出量のデータのうち、直近のものを用いなければ

ならないとする提案を削除し、適用基準案第 70項の原則に従うことを再提案することと

した。 

BC10.  気候基準案第 53項を支持する関係者の多くは、その理由として、サステナビリティ関

連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間と、温室効果ガス排出量の報告のため

の算定期間との間に差異が生じる場合、サステナビリティ関連財務開示（及び関連する

財務諸表）の報告期間に温室効果ガス排出量の報告のための算定期間をあわせるための
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追加のコスト等への懸念を挙げていた。このため、当委員会が公表するサステナビリテ

ィ開示基準の開示目的を満たす開示を作成するにあたり、企業の実態を反映した有用な

情報を提供すると同時に、当該情報を作成するためのコストが限定的となるような期間

調整の方法を、基準において定めることを検討した。しかしながら、企業の実態を反映

する期間調整の方法についてはさまざまな方法が考えられ、当委員会が公表するサステ

ナビリティ開示基準において特定の期間調整の方法を定めた場合には、必ずしも企業の

活動を忠実に表現しない場合があると考えられたため、期間調整のための合理的な方法

については具体的に定めないこととした旨を、確定基準の結論の背景において記載する

こととした。 

BC11.  前項の対応とすることで、本公開草案の提案に従った場合、当局に提出予定の温室効

果ガス排出量のデータを見積り、これをサステナビリティ関連財務開示において報告す

ることができるようになると考えられる。 

BC12.  なお、適用基準案第 26 項は、「適正に表示されるサステナビリティ関連財務開示は、

関連性を有していなければならない。」としており、適用基準案第 27 項は、「重要性は、

関連性の企業固有の一側面であり、当該企業のサステナビリティ関連財務開示の文脈に

おいて、その情報が関連する項目の性質若しくは規模（又はその両方）に基づくもので

ある。」としている。また、適用基準案第 4 項(6)は、「『重要性がある』とは、サステナ

ビリティ関連財務開示の文脈において、ある情報について、それを省略したり、誤表示

したり、不明瞭にしたりした場合に、財務諸表及びサステナビリティ関連財務開示を含

む、特定の報告企業に関する財務情報を提供する当該報告書に基づいて一般目的財務報

告書の主要な利用者が行う意思決定に影響を与えると合理的に見込み得ることをいう。」

としている。これらの重要性に関連する定めは、本公開草案において提案している内容

にも適用されると考えられ、情報に重要性があるとはいえない限りにおいて、期間調整

を行う必要はないと考えられる。 

 

適用基準案の再提案 

Ⅰ．適用基準案の提案 

BC13.  適用基準案第 71項では、次のように提案した。 

 

71.  企業が活動する法域の法令の要請により指標を報告することが要求されてお

り、当該指標の報告のための算定期間がサステナビリティ関連財務開示（及び関

連する財務諸表）の報告期間と異なる場合、次のすべての要件を満たすときは、

当該指標の報告のための算定期間を用いて当該指標について報告することがで

きる。 

(1)  当該指標の報告のための算定期間の長さが、サステナビリティ関連財務開示
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（及び関連する財務諸表）の報告期間の長さと同じである。 

(2)  当該指標について報告することが要求されている法令の名称及び当該法令

に基づく算定期間を開示する。 

(3)  当該指標の報告のための算定期間の末日と、企業のサステナビリティ関連財

務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間の末日との間に発生した、当該指

標に関連する重大な事象又は状況の重大な変化がある場合、その影響を開示す

る。 

 

BC14.  このように提案した理由について、適用基準案の結論の背景において次のように説明

した。 

 

BC123. 企業が活動する法域の法令の要請により指標を報告することが要求されてお

り、当該指標の報告のための算定期間が、サステナビリティ関連財務開示（及び

関連する財務諸表）の報告期間とは異なる場合がある。このため、本基準は、企

業が活動する法域の法令の要請により指標を報告することが要求されており、当

該指標の報告のための算定期間がサステナビリティ関連財務開示（及び関連する

財務諸表）の報告期間と異なる場合、一定の要件をすべて満たすときは、当該指

標の報告のための算定期間を用いて当該指標について報告することができるこ

ととした（第 71項参照）。 

BC124. 第 71 項の報告を認めるにあたっては、当該指標について報告することが要求

されている法令の名称と、当該法令に基づく算定期間を開示することに加え、当

該指標の報告のための算定期間の長さが、サステナビリティ関連財務開示（及び

関連する財務諸表）の報告期間の長さと同じであること、また、当該指標の報告

のための算定期間の末日と、企業のサステナビリティ関連財務開示（及び関連す

る財務諸表）の報告期間の末日との間に発生した、当該指標に関連する重大な事

象又は状況の重大な変化がある場合、その影響を開示することを要件とした。 

BC125. 第 71項のような定めを置くべき理由として、次の意見が聞かれた。 

(1)  「気候基準」では、バリュー・チェーン上の各企業から入手した情報の算

定期間が報告企業の報告期間と異なる場合で、一定の要件をすべて満たすと

きは、温室効果ガス排出に関する情報について、当該情報を使用することが

できるとしている（「気候基準」第 66項）が、このような例外を認める状況

は温室効果ガス排出に関する情報に限定すべきではない。 

 

BC15.  一方、適用基準案の結論の背景では、次の見解も紹介した。 
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BC126. 当委員会における審議の過程では、企業が活動する法域の法令の要請により報

告される指標の報告のための算定期間がサステナビリティ関連財務開示（及び関

連する財務諸表）の報告期間と異なる場合の取扱いについて、次の異なる意見が

聞かれた。 

(1)  企業が活動する法域の法令の要請により指標を報告することが要求され

ており、当該指標の報告のための算定期間がサステナビリティ関連財務開示

（及び関連する財務諸表）の報告期間と異なる場合でも、サステナビリティ

関連財務開示（及び関連する財務諸表）と同じ報告期間を対象としなければ

ならないとすべきである。 

BC127. BC126項(1)のような定めを置くべき理由として、次の意見が聞かれた。 

(1)  サステナビリティ関連財務開示とつながりのある形での開示を実現する

観点からは、サステナビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）と同

じ報告期間を対象とすることが必要であり、また、期間調整のための加減算

によって実務的に対応可能である。 

 

Ⅱ．適用基準案に対するコメント 

BC16.  適用基準案第 71項に対しては、支持しないというコメントが寄せられたが、その理由

は、概ね気候基準案に対するコメントと同様であった。 

BC17.  具体的には、開示されるサステナビリティ関連財務情報の有用性の観点から、原則と

して指標の報告のための算定期間とサステナビリティ関連財務開示（及び関連する財務

諸表）の報告期間の一致を求めるべきとの意見や、両者に差異が生じる場合、追加の開

示を求めるべきとの意見、また、両者の差異を容認する定めは恒久的な措置ではなく、

経過措置として定めるべき等のコメントが寄せられた。 

 

Ⅲ．寄せられたコメントを踏まえた再審議 

BC18.  適用基準案第 71 項は、例えば、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の

改善の促進に関する法律」に基づく化学物質排出移動量届出制度（PRTR制度）のように、

企業が活動する法域の法令の要請により指標を報告することが要求されており、当該指

標の報告のための算定期間がサステナビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）

の報告期間と異なる場合は、温室効果ガス排出量を報告する際の温対法に限られるもの

ではないことから追加した提案である。したがって、気候基準案において指標の報告の

ための算定期間に関する論点を再提案するのであれば、適用基準案における指標の報告

のための算定期間に関する論点についても再提案することが整合的であると考えられた

ことから、同様の再提案を行うこととした。 

 

以 上 


